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平成 25 年度予算の執行状況等 
（平成 25 年 10 月 1 日～平成 26 年 3 月 31 日） 

 

 

（注）3 月末日の執行状況であるため，決算額とは異なります。 

 



（平成26年3月31日現在）

１　一般会計予算の執行状況

     歳入

予 算 現 額 収 入 済 額

（Ａ） （Ｂ） （Ａ）－（Ｂ） （Ｂ）／（Ａ）
百万円 百万円 百万円 ％

242,680 237,568 5,112 97.9

118,514 13,715 104,799 11.6

20,672 18,047 2,625 87.3

35,532 14,459 21,073 40.7

160,524 129,170 31,354 80.5

57,689 57,838 △ 149 100.3

806 778 28 96.5

25,796 23,177 2,619 89.8

108,066 71,724 36,342 66.4

770,279 566,477 203,802 73.5

（注）百万円未満は四捨五入のため，合計額の一致しない箇所があります。

平成25年度予算の執行状況等

合 計

区　　　　　　分

市 税

諸 収 入

使 用 料 及 び 手 数 料

繰 入 金 そ の 他

国 府 支 出 金

府 税 交 付 金 そ の 他

市 債

地 方 特 例 交 付 金

地 方 交 付 税
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     歳出（科目款別）

予 算 現 額 支 出 済 額

（Ａ） （Ｂ） （Ａ）－（Ｂ） （Ｂ）／（Ａ）
百万円 百万円 百万円 ％

2,180 2,051 129 94.1

39,290 23,882 15,408 60.8

24,831 16,942 7,889 68.2

294,994 254,059 40,935 86.1

25,368 19,712 5,656 77.7

106,982 96,795 10,187 90.5

23,725 18,374 5,351 77.4

50,322 20,447 29,875 40.6

23,648 18,051 5,597 76.3

48,611 36,030 12,581 74.1

3,048 434 2,614 14.2

86,052 85,107 945 98.9

40,912 33,998 6,914 83.1

316 0 316 0.0

770,279 625,882 144,397 81.3

予 備 費

諸 支 出 金

消 防 費

教 育 費

公 債 費

区　　　　　　分

議 会 費

総 務 費

合 計

文 化 市 民 費

保 健 福 祉 費

環 境 費

産 業 観 光 費

災 害 対 策 費

計 画 費

土 木 費
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２　特別会計予算の執行状況

百万円 百万円 百万円

510 703 301

153,588 122,382 138,621

112,218 88,290 102,583

16,804 15,932 13,461

1,140 217 691

2,050 523 529

1,879 489 922

2,351 2,274 1,612

781 163 659

47 7 37

1,368 1 886

220 686 101

2,154 500 2,052

14,028 5,950 1,434

80,963 2,289 63,614

320,597 221,398 307,830

3,973 2,477 3,276

714,671 464,282 638,608

（注）百万円未満は四捨五入のため，合計額の一致しない箇所があります。

合 計

基 金

市 公 債

市 立 病 院 機 構 病 院 事 業 債

母 子 寡 婦 福 祉 資 金 貸 付 事 業

国 民 健 康 保 険 事 業

農 業 集 落 排 水 事 業

駐 車 場 事 業

地 域 水 道

土 地 取 得

特 定 環 境 保 全 公 共 下 水 道

中 央 卸 売 市 場 第 一 市 場

土 地 区 画 整 理 事 業

支 出 済 額収 入 済 額

京 北 地 域 水 道

雇 用 対 策 事 業

中央卸売市場第二市場・と蓄場

予 算 現 額

介 護 保 険 事 業

後 期 高 齢 者 医 療

区　　　　　分
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３　市債の現在高

百万円 百万円 百万円

社 会 福 祉 債 23,869

保 健 衛 生 債 62,076

産 業 経 済 債 17,514

都 市 建 設 債 478,209

教 育 文 化 債 141,704

消 防 債 32,565

総 務 債 そ の 他 470,049

土 地 取 得 事 業 債 27,304

中央卸売市場第一市場事業債その他 24,581

1,277,871

特 別 会 計 債 51,885

平成26年3月31日現在未償還額

（注）特別会計債は公営企業会計分を除く。
　　　なお，満期日に一括して償還する市債については，償還に備えて毎年度公債償還基金に
　　一定額を積み立てており，各金額は，この積立金相当額を差し引いた額です。

区　　　　　分 現　　在　　高 区　　　　　分 現　　在　　高

一 般 会 計 債 1,225,986

未償還額

特別会計債

518億85百万円

(4.1%)

社会福祉債

238億69百万円

(1.9%) 保健衛生債

620億76百万円

(4.8%)

産業経済債

175億14百万円

(1.4%)

都市建設債
4,782億9百万円

(37.4%)
教育文化債

1,417億

4百万円
(11.1%)

一般会計債

1兆2,259億86百万円

(95.9%)

消防債

325億65百万円

(2.5%)

総務債その他

4,700億

49百万円

(36.8%)

土地取得事業債

273億4百万円

(2.1%)

中央卸売市場第一市場

事業債その他

245億81百万円

(2.0%)

1兆2,778億
71百万円
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４　一時借入金の状況

（注）一般会計及び特別会計（公営企業会計を除く。）の合計額です。

５　市有財産の状況（平成26年3月31日現在）

（注１）山林の面積は，土地の面積の内数です。
（注２）一般会計及び特別会計（公営企業会計を除く。）の合計です。

土　地 平方メートル

建　物 平方メートル

山　林 平方メートル

立　木 立方メートル

債　権 百万円

その他 百万円ほか

4,853,571.10

予算で定めた最高額
平成26年3月31日における

一時借入金の残高

1,550億円 0円

32,029,750.24

1,859,207.26

140,894

73,816

169,019
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平成 26 年度予算の概要 
 

 



 

第１ 平成２６年度予算の概要 

１ 予算編成方針 

  予算編成に当たって重視した視点 

   平成 26 年度当初予算は，次の３つの視点を重視し，現下の課題にスピード感を持っ 

  て政策を推進する積極予算積極予算積極予算積極予算として編成 

① あらゆる京都の強みを生かし，成長戦略成長戦略成長戦略成長戦略をををを推進推進推進推進。国の経済対策に積極的に呼応し， 

 公共投資を増額するなど，京都経済京都経済京都経済京都経済のののの活性化活性化活性化活性化とととと安定安定安定安定したしたしたした雇用雇用雇用雇用のののの創出創出創出創出に向けた取組を更 

 に強化 

② 京都が誇る子育て支援，教育，福祉の一層の充実，台風１８号被害の総括を踏まえ， 

 震災対策も含めた災害に強い安心安全なまちづくりの加速化など，市民市民市民市民のいのちとく のいのちとく のいのちとく のいのちとく 

 らしを らしを らしを らしを守守守守るるるる取組を充実 

  ③ 日本を代表する京都の文化や景観などの魅力と観光客へのおもてなしの心に磨き 

   をかけ，都市格都市格都市格都市格をををを更更更更にににに高高高高めることによりめることによりめることによりめることにより「「「「世界世界世界世界のののの文化首都文化首都文化首都文化首都・・・・京都京都京都京都」」」」をををを目指目指目指目指すすすす。。。。 

併せて，東京オリンピック・パラリンピックや関西ワールドマスターズゲームズ 

   の開催を機に，精神文化の拠点都市，京都京都京都京都のののの魅力魅力魅力魅力をををを国内外国内外国内外国内外にににに発信発信発信発信 

  積極予算として編成（予算規模）   

ア 平成 26 年度当初予算 

  ① 全会計全会計全会計全会計はははは実質実質実質実質３１８３１８３１８３１８億円億円億円億円※※※※（（（（２２２２．．．．１１１１％）％）％）％）のののの増増増増（○25 14,988→○26 15,306 億円） 

   ※ 次の要素は除いている。 

・中小企業融資制度預託金の減（△130 億円）：企業の資金ニーズに応じて減 

   ・基金特別会計の廃止（△830 億円）：会計手法の変更 

  ・国の地方公営企業会計制度の改正に伴う影響額（＋258 億円）：会計手法の変更 

   ② 一般会計一般会計一般会計一般会計はははは実質実質実質実質１５９１５９１５９１５９億円億円億円億円※※※※（（（（２２２２．．．．５５５５％）％）％）％）のののの増増増増（○25 6,396→○26 6,555 億円） 

    ※ ①と同様，預託金の減（△130 億円）は除いている。 

③ 25 年度 25 年度 25 年度 25 年度２２２２月補正月補正月補正月補正（（（（国国国国のののの「「「「好循環実現好循環実現好循環実現好循環実現のためののためののためののための経済対策経済対策経済対策経済対策」」」」分分分分））））５４５４５４５４億円億円億円億円をををを含含含含めてめてめてめて， ， ， ， 

積極予算積極予算積極予算積極予算としてとしてとしてとして編成 編成 編成 編成 
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   ＜予算規模＞                         

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜主な増減要素＞（単位：億円）  

［一般会計］ 

中小企業融資制度預託金                        △130（○25 970 →○26 840） 

    ※ 消費税率引上げ対策として，「中小企業下支え融資制度」を創設するなど，事業内容充実 

社会福祉関係経費（臨時福祉給付金，子育て世帯臨時特例給付金除く） 

                                    ＋42（○252,544 → ○262,586） 

臨時福祉給付金                                      ＋54（○25   －→ ○26   54） 

子育て世帯臨時特例給付金                            ＋15（○25   －→ ○26   15） 

投資的経費                         ＋52（○25  599 → ○26 651） 

［特別会計］ 

基金特別会計                         △830（○25   830 → ○26    －） 

  ［公営企業会計］ 

    国の地方公営企業会計制度の改正に伴う影響額 

     （水道，公共下水道，市バス，地下鉄会計合計）  ＋258 

イ 平成 25 年度２月補正予算と一体となった公共投資予算の確保 

国の経済対策の有利な財源を積極的に確保し，防災・老朽化対策や文化施設整備を

中心とした公共投資予算公共投資予算公共投資予算公共投資予算を２を２を２を２月補正予算月補正予算月補正予算月補正予算でででで確保 確保 確保 確保 

26 年度当初予算26 年度当初予算26 年度当初予算26 年度当初予算とととと合合合合わせわせわせわせ，，，，大幅増大幅増大幅増大幅増となったとなったとなったとなった前年度前年度前年度前年度とととと同程度同程度同程度同程度のののの予算予算予算予算をををを計上計上計上計上しししし，，，，切切切切れれれれ

目目目目なくなくなくなく執行執行執行執行することですることですることですることで，，，，消費税率引上消費税率引上消費税率引上消費税率引上げにげにげにげに伴伴伴伴うううう需要需要需要需要のののの反動減反動減反動減反動減をををを緩和緩和緩和緩和しつつしつつしつつしつつ，，，，京都経京都経京都経京都経

済済済済をををを活性化 活性化 活性化 活性化 

    

１６,４０４ １６,７８８ △３８４ △２.３

（ １５,３０６ ） （ １４,９８８ ） （　（　（　（　３１８３１８３１８３１８ ） （　） （　） （　） （　２.１２.１２.１２.１ ））））

一 般 会 計 ７,３９５ ７,３６６ ２９ ０.４

（ ６,５５５ ） （ ６,３９６ ） （　（　（　（　１５９１５９１５９１５９ ） （　） （　） （　） （　２.５２.５２.５２.５ ））））

特 別 会 計 ６,４２８ ７,１２０ △６９２ △９.７

（ ６,４２８ ） （ ６,２９０ ） （　１３８ ） （　２.２ ）

公 営 企 業 会 計 ２,５８１ ２,３０２ ２７９ １２.１

（ ２,３２３ ） （ ２,３０２ ） （　２１ ） （　０.９ ）

（単位：億円，％）

※　下段（　）内は，中小企業融資制度預託金等の影響を除いた実質的な増減比較を行う場合の金額

全 会 計

区　　　分 平成26年度（案） 平成25年度
対前年度増△減

増△減額 増△減率
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 ＜公共投資予算＞ 

    ○24 当初 539 億円 

              

    ○24 2 月補正(国の緊急経済対策分)115 億円 

           ＋○25 当初 599 億円＝計 714 億円（対前年度比 32％増） 

              

                ○○○○25 2 月補正(国25 2 月補正(国25 2 月補正(国25 2 月補正(国のののの「「「「好循環実現好循環実現好循環実現好循環実現のためののためののためののための経済対策経済対策経済対策経済対策」」」」分)54 億円 分)54 億円 分)54 億円 分)54 億円 

           ＋           ＋           ＋           ＋○○○○26 当初 651 億円26 当初 651 億円26 当初 651 億円26 当初 651 億円＝＝＝＝計 705 億円計 705 億円計 705 億円計 705 億円（（（（前年度前年度前年度前年度とととと同程度同程度同程度同程度）））） 

 ※ 国の経済対策に積極的に呼応することにより，橋りょうの耐震化や幹線道路ネットワーク 

  の整備などの複数年事業の前倒し実施，市営住宅や学校などの施設の維持更新経費の増額な 

  どが可能となった。 

  政策の推進における重要課題 

   重要課題は次の６点とし，「はばたけ未来へ！ 京プラン」に掲げる京都の未来像を

確実に実現していく。 

また，特別会計，公営企業会計においては，財政面における連結の視点はもちろんの 

こと，政策面においても一般会計との連携を強化し，全市を挙げて，重要課題の推進に 

努める。 

① ① ① ① 京都京都京都京都のののの強強強強みをみをみをみを最大限最大限最大限最大限にににに生生生生かしたかしたかしたかした地域経済地域経済地域経済地域経済のののの活性化活性化活性化活性化とととと安定安定安定安定したしたしたした雇用雇用雇用雇用のののの創出 創出 創出 創出 

② ② ② ② 福祉福祉福祉福祉・・・・医療医療医療医療・・・・子育子育子育子育てててて支援支援支援支援・・・・教育教育教育教育などのなどのなどのなどの充実 充実 充実 充実 

③ ③ ③ ③ 京都京都京都京都でででで暮暮暮暮らすらすらすらす方方方方，，，，京都京都京都京都をををを訪訪訪訪れるれるれるれる方全方全方全方全てのてのてのての安心安全安心安全安心安全安心安全をををを守守守守るためのるためのるためのるための防災防災防災防災・・・・老朽化対策 老朽化対策 老朽化対策 老朽化対策 

④ ④ ④ ④ 文化芸術文化芸術文化芸術文化芸術のののの振興振興振興振興やややや地域地域地域地域のののの個性個性個性個性とととと活力活力活力活力あふれるまちづくりなどあふれるまちづくりなどあふれるまちづくりなどあふれるまちづくりなど京都京都京都京都ならではのならではのならではのならではの魅力  魅力  魅力  魅力  

 の の の の向上 向上 向上 向上 

⑤ ⑤ ⑤ ⑤ 環境環境環境環境にやさしいにやさしいにやさしいにやさしい循環型社会循環型社会循環型社会循環型社会，，，，持続可能持続可能持続可能持続可能なエネルギーなエネルギーなエネルギーなエネルギー社会社会社会社会のののの実現 実現 実現 実現 

⑥ ⑥ ⑥ ⑥ 都市都市都市都市のののの活力活力活力活力をををを高高高高めるめるめるめる「「「「歩歩歩歩くまち・くまち・くまち・くまち・京都京都京都京都」」」」のののの推進推進推進推進とととと都市基盤都市基盤都市基盤都市基盤のののの整備整備整備整備などなどなどなど未来未来未来未来のののの京都 京都 京都 京都 

 への への への への先行投資 先行投資 先行投資 先行投資 
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  財政構造改革が大きく前進（政策と財政構造改革を一体として推進） 

ア 徹底した行財政改革の推進等により財源不足額を大幅に圧縮 

   ① 昨年 10 月の予算編成前段階では，引き続く社会福祉関係経費の増等により，財

源不足見込みは２０６億円 

   ② 財政構造改革を全庁を挙げて徹底的に推進 

    ○ 職員数の削減等により，人件費を 25 年度予算から３０億円削減（19 年度と比

較すると１８６億円削減） 

    ○ 事務事業見直し等により４０億円の財源を確保（公営企業等においても更なる

経営改善により，一般会計の負担を軽減） 

     ○ 「「「「はばたけはばたけはばたけはばたけ未来未来未来未来へへへへ！！！！ 京 京 京 京プランプランプランプラン」」」」実施計画実施計画実施計画実施計画でででで定定定定めためためためた次次次次の４つのの４つのの４つのの４つの目標目標目標目標をををを遵守遵守遵守遵守しししし， ， ， ， 

１０７１０７１０７１０７億円億円億円億円のののの財源財源財源財源をををを捻出 捻出 捻出 捻出 

     ・ 職員数の削減や給与制度等の点検，見直し  

     ・ 市債残高の縮減等による財源確保      

     ・ 事業見直し等による財源確保        

     ・ 資産有効活用等による財源確保       

    ○ 局横断的な予算枠である政策的新規・充実事業予算枠，給与費枠，投資枠，消

費等枠のいずれにおいても予算配分目安額の範囲内で予算を編成 

   ③ 国の経済政策と本市の成長戦略があいまって，市税収入は増加 

     ・ 市税収入は２，５１３億円で，25 年度予算から１０６億円の増加 

     ・ これに対し，地方交付税及び臨時財政対策債は 25 年度から２７億円の減  

                                      など 

   ④ これらの結果，「特別の財源対策」は，京プラン実施計画における目標目標目標目標のののの「「「「概概概概ね ね ね ね 

１００１００１００１００億円億円億円億円」」」」に対し，半分以下半分以下半分以下半分以下の４７の４７の４７の４７億円億円億円億円にまで圧縮 

  ＜特別の財源対策の状況＞ 

     ○25 当初 行政改革推進債 38 億円 公債償還基金取崩し 93 億円 計 131 億円 

              

   ○26 当初 行政改革推進債 35 億円 公債償還基金取崩し 12 億円 計  47 億円 

9



 

＜一般財源収入の状況＞ 

                                   (単位：億円，％) 

区      分 26年度予算案 25 年度当初 
対前年度増△減 

増△減額 増△減率 

市 税 ２，５１３ ２，４０７ １０６ ４．４ 

地方譲与税・府税交付金 ３２０ ２５１ ６９ ２７．５ 

地方交付税・臨時財政対策債 １，００６ １，０３３ △２７ △２．６ 

地 方 特 例 交 付 金 そ の 他 ２１ ２２ △１ △４．５ 

一般財源収入総額  ３，８６０ ３，７１３ １４７ ４．０ 

  ※ 26 年度の地方譲与税・府税交付金は，消費税率引上げに伴う地方消費税交付金の増 

   （48 億円）を含む。 

 

イ 全会計・一般会計とも，国が返済に責任を持つ臨時財政対策債を除いた実質市債残

高を着実に縮減 

   ① 実質市債残高の縮減 
 

    ＜全会計＞ 

26 年度中の発行（借入）予定額   ８９４億円 

26 年度中の償還（返済）予定額 １，１６２億円 

 差      引       ２６８億円 を縮減 

       ○25 末 １兆８，５３９億円 → ○26 末 １兆８，２７１億円 

       （ピーク時の 14 年度からは２,６８６億円の縮減） 
 

    ＜一般会計＞ 

     26 年度中の発行（借入）予定額   ４３５億円 

26 年度中の償還（返済）予定額   ５９１億円 

 差      引       １５６億円 を削減 

       ○25 末   ９，４２０億円 → ○26 末   ９，２６４億円 

       （ピーク時の 20 年度からは５６８億円の縮減） 
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   ② 京京京京プランプランプランプラン実施計画実施計画実施計画実施計画におけるにおけるにおけるにおける「「「「生産年齢人口生産年齢人口生産年齢人口生産年齢人口１１１１人当人当人当人当たりのたりのたりのたりの実質市債残高実質市債残高実質市債残高実質市債残高をををを増加増加増加増加ささささ

せないせないせないせない」」」」という 27という 27という 27という 27 年度年度年度年度までのまでのまでのまでの縮減目標縮減目標縮減目標縮減目標をををを前倒前倒前倒前倒しでしでしでしで達成 達成 達成 達成 

 

   ＜全会計＞ ○26 末実質市債残高 １兆８，２７１億円  

    ［財政運営の目標］ 

     平成 22 年度末（1兆 9,427 億円）から 1,000 億円（5％）以上縮減し， 

     27 年度末には 1兆 8,427 億円以下とする。→ 前倒前倒前倒前倒しでしでしでしで達成達成達成達成 

・ 生産年齢人口１人当たり実質市債残高 

       ○22 末 202 万円 → ○26 末 196 万円 

    ・ 市民１人当たり実質市債残高  

○22 末 132 万円 → ○26 末 124 万円 

 

   ＜一般会計＞ ○26 末実質市債残高 ９，２６４億円 

    ［財政運営の目標］ 

     平成 22 年度末（9,817 億円）から 500 億円（5％）以上縮減し， 

     27 年度末には 9,317 億円以下とする。→ 前倒前倒前倒前倒しでしでしでしで達成 達成 達成 達成 

・ 生産年齢人口１人当たり実質市債残高 

       ○22 末 102 万円 → ○26 末 100 万円 

    ・ 市民１人当たり実質市債残高 

       ○22 末  67 万円 → ○26 末  63 万円 

ウ 全会計を通じた財政健全化 

① 公営企業も含めた連結連結連結連結ベースでのベースでのベースでのベースでの財政健全化財政健全化財政健全化財政健全化をををを強力強力強力強力にににに推進推進推進推進 

② 地下鉄事業地下鉄事業地下鉄事業地下鉄事業は，経営健全化計画を上回る収支改善 

  ・ 旅客数は 349 千人／日（対計画比 11 千人／日の増） 

・ 現金収支の黒字は，駅ナカビジネスの積極的展開やコスト削減により 57 億円 

（税抜 53 億円，対計画比 9 億円改善） 

・ 資金不足比率は 47.8％（対計画比 18.8 ポイントの改善） 
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③ 市市市市バスバスバスバス事業事業事業事業についても，利便性を飛躍的に向上させる路線，ダイヤの改正など，

攻めの経営により更なる増収・増客を図り，自立した経営に向けて大きく前進 

  消費税率引上げへの対応 

① 消費税率引上げによる地方消費税交付金の増額分４８億円については，全額，社会

保障の維持と更なる充実のために活用 

② 本市が行う役務や物品の調達等における本市のコスト増相当額を予算措置 

③ 上下水道料金をはじめとする公の施設の使用料などについては，法の趣旨や国の通

知に則り，原則，適正に転嫁 

（使用料などの改定のための条例改正案を２月市会に提案） 

  ④ 市民生活の安全安心を守り，京都経済を活性化  

   ・ 公共投資予算を前年度と同程度確保し，切れ目なく執行 

   ・ 消費税率引上げに対応した中小企業等への支援策（25 年度 2 月補正予算）と新

たな中小企業金融対策の実施（26 年度当初予算）  

   ・ 国の経済対策に基づき実施する低所得者や子どものいる世帯に対する臨時給付金

（６１億円（事務費除く）） 
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（行財政局財政部財政課）


